
厚生労働科学研究費補助金等における事務委任を行った 

場合の国庫補助金の受領の委任について 
（平成１３年１０月２５日厚科第４７２号厚生科学課長決定） 

（平成１４年６月２０日 一部改正） 

（平成２３年３月３１日 一部改正） 

（平成２８年３月３１日 一部改正） 

１ 趣旨 

厚生労働科学研究費補助金及び厚生労働行政推進調査事業費補助金

（以下「補助金」という。）について、平成１３年７月５日厚科第３３２

号厚生科学課長決定（以下「第３３２号課長決定」という。）により、補

助金の管理及び経理の事務を研究者が所属機関の長へ委任することとし

たところであるが、さらに補助金の経理事務の簡素化を図る観点から、そ

の場合における補助金の受領の委任について定める。 

２ 補助金の受領の委任について 

研究代表者は、第３３２号課長決定に基づく事務委任を行った場合には、

当該補助金の受領を所属機関の長に委任することができることとする。 

なお、その場合にあっては、別紙様式例１及び２によりあらかじめ、 

研究代表者が所属機関の長へ委任し、承諾を得るものとする。 

３ 補助金の請求について 

交付決定通知を受けた研究代表者は、別紙様式例３により、補助金の支

払いを請求するものとするが、補助金の受領を、所属機関の長に委任した

場合は、別紙様式例４により、請求するものとする。 

附則（平成２８年３月３１日改正） 

この変更は、平成２８年度以降の年度分の補助金に適用する。ただし、平成２７年

度以前の年度分の補助金については、なお従前の例による。 



（様式例１）

委 任 状

厚 生 労 働 科 学 研 究 費

平成 年度 補助金の交付を受けて研究代表者として調査研究を

厚生労働行政推進調査事業費

実施する 研究事業（研究課題名） に係る

補助金の受領を

研 究 機 関 名：

所属機関長職名：

氏 名：

に委任いたします。

所属機関部局：

職 名：

氏 名： 印

作成上の留意事項

研究代表者は、補助金の受領を所属機関長に委任する際は、本状を所属機関長に提出すること。



（様式例２）

承 諾 書

平成 年 月 日

研究代表者 殿

研究機関名

所属機関長 職 名

氏 名 印

厚 生 労 働 科 学 研 究 費

平成 年度 補助金の交付を受けて､ 研究事業

厚生労働行政推進調査事業費

(研究課題名) に係る調査研究を実施するうえで、研究代表者を代理して

当該研究に係る補助金の受領を行うことを承諾します。

作成上の留意事項

１．所属機関長の印は、職印を使用すること。

２．研究課題名は、交付申請書と同じ研究課題名により記入すること。

３．日本工業規格Ａ列４番の用紙を用いること。



（様式例３）

請 求 書

￥ －

平成 年 月 日厚生労働省 第 号をもって交付決定を受けた平成 年度

厚生労働科学研究費

補助金（ 事業）について、お支払い下さるよう

厚生労働行政推進調査事業費

請求いたします。

平成 年 月 日

〒

住 所

申請者
ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

印

支 出 官

厚生労働省大臣官房会計課長 殿

振 込

銀 行 名

銀行 本店

金庫 支店

預 金

種 別

普通 （該当するものを○で囲む。）

当座

銀行等取引

口座名義等

口座名

口座番号

研究代表者受領の場合



（作成上の留意事項）

（１）金額は円単位で記入すること。

（２）申請者（研究代表者）の住所、氏名、印は、交付申請書と同一にすること。また、

郵便番号も忘れずに記入すること。

（３）銀行等取引口座の開設にあっては、次の点に留意すること。

ア．銀行等取引先の選定は、全国銀行協会連合会・全国信用金庫協会の加盟行が望ま

しい。（郵便局は不可）

イ．口座名義（例）は、「厚生労働省 （交付基準額等決定通知の標題の当該事業の

名） 研究代表者の氏名」とすること。



（様式例４）

請 求 書

￥ －

平成 年 月 日厚生労働省 第 号をもって交付決定を受けた平成 年度

厚生労働科学研究費

補助金（ 事業）について、お支払い下さるよう

厚生労働行政推進調査事業費

請求いたします。

平成 年 月 日

〒

住 所

申請者
ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

印

支 出 官

厚生労働省大臣官房会計課長 殿

振 込

銀 行 名

銀行 本店

金庫 支店

預 金

種 別

普通 （該当するものを○で囲む。）

当座

銀行等取引

口座名義等

口座名

口座番号

住 所 〒

受領委任の場合



（作成上の留意事項）

（１）金額は円単位で記入すること。

（２）申請者（研究代表者）の住所、氏名、印は、交付申請書と同一にすること。また、

郵便番号も忘れずに記入すること。

（３）所属機関の長へ補助金を振込む場合については、所属機関の長へ事務委任を行って

いること。

（４）銀行等取引口座の開設にあっては、次の点に留意すること。

ア．銀行等取引先の選定は、全国銀行協会連合会・全国信用金庫協会の加盟行が望ま

しい。（郵便局は不可）

イ．口座名義（例）は、「厚生労働省 （交付基準額等決定通知の標題の当該事業の

名） 所属機関の長の氏名」又は「○○○○○補助金 所属機関の長の氏名」とす

ること。

ウ．口座上の住所は、所属機関の住所とすること。

（５）補助金受領の委任状及び承諾書の写しを添付すること。


